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1. 概要 

本資料は，「実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則」（以下「技

術基準規則」という。）第 7 条及びその「実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基

準に関する規則の解釈」（以下「解釈」という。）に適合し，技術基準規則第 54 条及び

その解釈に規定される重大事故等対処設備に配慮する設計とするため，Ⅵ-1-1-3「発電

用原子炉施設の自然現象等による損傷の防止に関する説明書」のうちⅥ-1-1-3-4-3「降

下火砕物の影響を考慮する施設の設計方針」の「4.1 構造物への荷重を考慮する施

設」にて設定している評価対象施設が，降下火砕物に対して構造健全性を維持すること

を確認するための強度評価方針について説明するものである。 

強度評価は，Ⅵ-1-1-3「発電用原子炉施設の自然現象等による損傷の防止に関する説

明書」のうちⅥ-1-1-3-4-1「火山への配慮に関する基本方針」に示す適用規格・基準等

を用いて実施する。 

降下火砕物の影響を考慮する各施設の具体的な計算の方法及び結果は，Ⅵ-3-別添 2-

3 からⅥ-3-別添 2-10 の各施設の強度計算書に示す。 
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2. 強度評価の基本方針 

強度評価は，「2.1 評価対象施設」に示す評価対象施設を対象として，「4.1 荷重及

び荷重の組合せ」で示す降下火砕物による荷重と組み合わすべき他の荷重による組合せ

荷重により発生する応力等が，「4.2 許容限界」で示す許容限界を超えないことを，

「5. 強度評価方法」で示す方法を使用し，「6. 適用規格・基準等」で示す適用規

格・基準等を用いて確認する。 

 

2.1 評価対象施設 

本資料における評価対象施設は，Ⅵ-1-1-3-4-3「降下火砕物の影響を考慮する施設

の設計方針」の「4. 要求機能及び性能目標」で設定している構造物への荷重を考慮

する施設を強度評価の対象とする。評価対象施設を表 2－1 に示す。 

 

表 2－1 評価対象施設 

区分 施設名称 

機器・ 

配管系 

・原子炉補機海水ポンプ及び高圧炉心スプレイ補機海水ポンプ 

・非常用ディーゼル発電設備ディーゼル機関給気口 

建物等 

・原子炉建物 

・タービン建物 

・制御室建物 

・廃棄物処理建物 

・排気筒モニタ室 

・ディーゼル燃料貯蔵タンク室及びＢ－ディーゼル燃料貯蔵タンク格納槽 
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3. 構造強度設計 

Ⅵ-1-1-3-4-1「火山への配慮に関する基本方針」で設定している降下火砕物特性に対

し，「3.1 構造強度の設計方針」で設定している構造物への荷重を考慮する施設が，構

造強度設計上の性能目標を達成するように，Ⅵ-1-1-3-4-3「降下火砕物の影響を考慮す

る施設の設計方針」の「5. 機能設計」で設定している各施設が有する機能を踏まえ

て，構造強度の設計方針を設定する。 

また，想定する荷重及び荷重の組合せを設定し，それらの荷重に対し，各施設の構造

強度を保持するように構造設計と評価方針を設定する。 

 

3.1 構造強度の設計方針 

評価対象施設は，Ⅵ-1-1-3-4-3「降下火砕物の影響を考慮する施設の設計方針」の

「4. 要求機能及び性能目標」の「4.1(3) 性能目標」で設定している構造強度設計

上の性能目標を踏まえ，主要な構造部材が構造健全性を維持する設計とする。 

降下火砕物及び積雪（以下「降下火砕物等」という。）による荷重を短期荷重とす

るために，降下火砕物の降灰から 30 日を目途に降下火砕物を適切に除去すること，

また，降灰時には除雪も併せて実施することを保安規定に定める。 

(1) 機器・配管系 

a. 原子炉補機海水ポンプ及び高圧炉心スプレイ補機海水ポンプ 

原子炉補機海水ポンプ及び高圧炉心スプレイ補機海水ポンプは，想定する降下

火砕物，積雪及び風（台風）を考慮した荷重に対し，降下火砕物堆積時の機能維

持を考慮して，取水槽海水ポンプエリアの基礎部に固定し，原子炉補機海水ポン

プ及び高圧炉心スプレイ補機海水ポンプの主要な構造部材が構造健全性を維持す

る設計とする。 

b. 非常用ディーゼル発電設備ディーゼル機関給気口 

非常用ディーゼル発電設備ディーゼル機関給気口（以下「ディーゼル機関給気

口」という。）は，想定する降下火砕物，積雪及び風（台風）を考慮した荷重に

対し，降下火砕物堆積時の機能維持を考慮して，架構を基礎部に固定し，ディー

ゼル機関給気口の主要な構造部材が構造健全性を維持する設計とする。 

(2) 建物等 

a. 原子炉建物，タービン建物，制御室建物，廃棄物処理建物及び排気筒モニタ室 

各建物は，想定する降下火砕物，積雪及び風（台風）を考慮した荷重に対し，

降下火砕物堆積時の機能維持を考慮して，鉄筋コンクリート造の屋根スラブを鉄

骨フレーム（以下「屋根トラス」という。），鉄筋コンクリート造の耐震壁等で支

持し，支持性能を有する基礎スラブにより支持する構造とする。 
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b. ディーゼル燃料貯蔵タンク室及びＢ－ディーゼル燃料貯蔵タンク格納槽 

ディーゼル燃料貯蔵タンク室及びＢ－ディーゼル燃料貯蔵タンク格納槽は，想

定する降下火砕物，積雪及び風（台風）を考慮した荷重に対し，降下火砕物堆積

時の機能維持を考慮して，鉄筋コンクリート造の躯体は十分な強度を有する構造

とし，十分な支持性能を有する底版により支持する構造とする。 

 

3.2 機能維持の方針 

Ⅵ-1-1-3-4-3「降下火砕物の影響を考慮する施設の設計方針」の「4. 要求機能及

び性能目標」で設定している構造強度設計上の性能目標を達成するために，「3.1 構

造強度の設計方針」に示す構造を踏まえ，Ⅵ-1-1-3-4-1「火山への配慮に関する基本

方針」の「2.1.3(2) 荷重の組合せ及び許容限界」で設定している荷重条件を適切に

考慮して，構造設計及びそれを踏まえた評価方針を設定する。 

(1) 機器・配管系 

a. 原子炉補機海水ポンプ及び高圧炉心スプレイ補機海水ポンプ 

(a) 構造設計 

原子炉補機海水ポンプ及び高圧炉心スプレイ補機海水ポンプは，鋼製の立形

ポンプ，原動機及び端子箱等で構成される。原動機は立形ポンプの上に取り付

け，原動機によりポンプの軸を回転させる。 

原子炉補機海水ポンプ及び高圧炉心スプレイ補機海水ポンプは，ポンプベー

スに固定する。原動機は，原動機台と結合する。原動機台は，ポンプベースに

固定し，取水槽海水ポンプエリアの基礎部に据え付ける。端子箱等のポンプの

機能維持に必要な付属品は，原動機にボルトで結合する。原動機の形状は，円

筒形を基本とした適切な強度を有する鋼製のフレームに端子箱等が付加された

形態である。 

降下火砕物等の堆積による鉛直荷重は，原動機の上部カバー及びキャップに

作用し，原動機フレーム及び原動機台を介して基礎部に伝達する。また，風

（台風）による水平荷重は，原動機フレーム及び原動機台に作用し，原動機台

を介して基礎部に伝達する。更に，ポンプスラスト荷重は軸受を介し，全て原

動機フレーム及び原動機台に作用する。 

原子炉補機海水ポンプ及び高圧炉心スプレイ補機海水ポンプの設置位置を図

3－1 に，構造計画を表 3－1 及び表 3－2 に示す。 

(b) 評価方針 

原子炉補機海水ポンプ及び高圧炉心スプレイ補機海水ポンプは，「(a) 構造

設計」を踏まえ，以下の強度評価方針とする。想定する降下火砕物，積雪及び

風（台風）を考慮した荷重に対し，荷重の作用する部位及び荷重が伝達する部

位を踏まえて，原子炉補機海水ポンプ及び高圧炉心スプレイ補機海水ポンプを
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構成する上部カバー及びキャップ，原動機フレーム及び原動機台が，おおむね

弾性状態に留まることを「5. 強度評価方法」に示す計算により確認する。 

降下火砕物による荷重及びその他の荷重に対する強度評価を，Ⅵ-3-別添2-3

「原子炉補機海水ポンプ及び高圧炉心スプレイ補機海水ポンプの強度計算書」

に示す。 

 

 

 

図 3－1 原子炉補機海水ポンプ及び高圧炉心スプレイ補機海水ポンプの設置位置 

 

 

 

 

 

 

  

 

取水槽海水ポンプエリア 
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表 3－1 原子炉補機海水ポンプの構造計画 

施設名称 
計画の概要 

説明図 
主体構造 支持構造 

【位置】 

原子炉補機海水ポンプは，取水槽の取水槽海水ポンプエリアに設置する。 

原子炉補機

海水ポンプ 

原動機及び

原動機に結

合されたポ

ンプで構成

する。 

基礎部に基

礎ボルトで

固定する。 

基礎ボルト  

原動機台  

原動機フレーム  

端子箱  

上部カバー  

(b)側面図

(a)上面図

ポンプベース  

A 部  

A 部詳細（内部）  
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表3－2 高圧炉心スプレイ補機海水ポンプの構造計画 

施設名称 
計画の概要 

説明図 
主体構造 支持構造 

【位置】 

高圧炉心スプレイ補機海水ポンプは，取水槽の取水槽海水ポンプエリアに設置する。 

高圧炉心ス

プレイ補機

海水ポンプ 

原動機及び

原動機に結

合されたポ

ンプで構成

する。 

基礎部に基

礎ボルトで

固定する。 

 

b. ディーゼル機関給気口

(a) 構造設計

ディーゼル機関給気口は，適切な強度を有する鋼製の天板及び架構を主体構

造とし，原子炉建物屋上に設けた基礎部に溶接で固定する。 

想定する降下火砕物等の堆積による鉛直荷重は，給気口上面の天板に作用

し，天板に接続する架構を介して基礎部に伝達する。また，風（台風）による

水平荷重は，架構に作用し，架構を介して基礎部に伝達する。 

ディーゼル機関給気口の設置位置を図 3－2 に，構造計画を表 3－3 に示す。 

(b) 評価方針

ディーゼル機関給気口は，「(a)構造設計」を踏まえ，以下の評価方針とす

る。 

想定する降下火砕物，積雪及び風（台風）を考慮した荷重に対し，荷重の作

用する部位及び荷重が伝達する部位を踏まえて，ディーゼル機関給気口を構成

する天板及び架構が，おおむね弾性状態に留まることを「5. 強度評価方法」

に示す計算式を用いて確認する。 

降下火砕物による荷重及びその他の荷重に対する強度評価を，Ⅵ-3-別添 2-

4「非常用ディーゼル発電設備ディーゼル機関給気口の強度計算書」に示す。 

基礎ボルト  

原動機台  

原動機フレーム  

端子箱  

キャップ

(b)側面図

(a)上面図

ポンプベース  

A 部  

A 部詳細（内部）  
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図3－2 ディーゼル機関給気口の設置位置 

表 3－3 ディーゼル機関給気口の構造計画 

施設名称 
計画の概要 

説明図 
主体構造 支持構造 

【位置】 

ディーゼル機関給気口は，原子炉建物の屋上に設置する。 

デ ィ ー ゼ

ル 機 関 給

気口 

鋼製の天板

及び架構に

より構成す

る。 

原子炉建物

屋上の基礎

部に溶接で

固定する。 

（b）側面図（A-A矢視） 

（c）側面図（B-B矢視） 

天板 

基礎部 

架構 

天板 

— — 
A A 

B 

B 

（a）上面図 

C C 

（d）断面図（C-C断面） 

基礎部 

架構 

天板 

架構 
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(2) 建物等 

a. 原子炉建物，タービン建物，制御室建物，廃棄物処理建物及び排気筒モニタ室 

(a) 構造設計 

各建物は，屋根スラブを屋根トラス，耐震壁等で支持し，支持性能を有する

基礎スラブにより支持する構造とする。屋根スラブ，屋根トラス，耐震壁等は

適切な強度を有する構造とする。 

降下火砕物等の堆積による鉛直荷重は，屋根スラブに作用する構造とする。 

各建物の設置位置を図 3－3 に，構造計画を表 3－4～表 3－8 に示す。 

(b) 評価方針 

各建物は，「(a)構造設計」を踏まえ，以下の評価方針とする。 

想定する降下火砕物，積雪及び風（台風）を考慮した荷重に対し，各建物の

屋根スラブ，屋根トラス，耐震壁等が,「4.2 許容限界」で示す許容限界を超

えないことを確認する。 

降下火砕物，積雪及び風（台風）を考慮した荷重に対する強度評価を，Ⅵ-

3-別添2-5「原子炉建物の強度計算書」，Ⅵ-3-別添2-6「タービン建物の強度計

算書」，Ⅵ-3-別添2-7「制御室建物の強度計算書」，Ⅵ-3-別添2-8「廃棄物処理

建物の強度計算書」及びⅥ-3-別添2-9「排気筒モニタ室の強度計算書」に示す。 

 

 

図3－3 各建物の設置位置 

 PN

タービン建物  

排気筒モニタ室  

廃棄物処理建物  

制御室建物  

原子炉建物  
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表 3－4 原子炉建物の構造計画 

計画の概要 
説明図 

主体構造 支持構造 

鉄筋コンクリート

造（一部鉄骨鉄筋

コンクリート造）

の主体構造及び鉄

骨造の屋根トラス

で構成する。 

荷重は建物の外殻を

構成する屋根，耐震

壁等に作用し，耐震

壁等を介し，基礎ス

ラブへ伝達する構造

とする。 

EL -4.7

EL  1.3

EL  8.8

EL 63.5

EL 51.7

EL 42.8

EL 34.8

EL 30.5

EL 23.8

EL 15.3

6
8.
2

0.711.67.65.512.510.57.58.05.40.7

70.0

RARBRCRDRERFRGRHRI

EL 15.0(GL)

PN
A

A

 

原子炉建物 A－A 断面図 （単位：m） 

 

R1

89.4
11.4 6.8 7.8 6.0 6.0 6.0 6.0 6.0 6.0 7.8 6.8 11.40.7

R13 R12 R11 R10 R9 R8 R7 R6 R5 R4 R3 R2

0.7

B

EL -4.7

EL  1.3

EL  8.8

EL 63.5

EL 51.7

EL 42.8

EL 34.8

EL 30.5

EL 23.8

EL 15.3EL 15.0(GL)

6
8.
2

B

PN

原子炉建物 B－B 断面図 （単位：m） 
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表 3－5 タービン建物の構造計画 

計画の概要 
説明図 

主体構造 支持構造 

鉄筋コンクリ

ート造（一部

鉄骨鉄筋コン

クリート造）

の主体構造及

び鉄骨造の屋

根トラスで構

成する。 

荷重は建物の

外殻を構成す

る屋根，耐震

壁 等 に 作 用

し，耐震壁等

を介し，基礎

スラブへ伝達

する構造とす

る。 

 

EL 41.6

EL 32.0

EL 20.6

EL 12.5

EL  5.5

EL  2.0
EL  0.0

TATBTCTDTETF TYTZ

0.5 9.4 7.0 7.0 7.0 6.0 7.0 7.0 0.5

51.4

A

A

4
1.
6

EL 8.5(GL)

PN

蒸気タービンの基礎

 

タービン建物 A－A 断面図 （単位：m） 

 

EL 41.6

EL 32.0

EL 20.6

EL 12.5

EL  5.5

EL  2.0
EL  0.0

11.010.58.08.09.012.512.011.512.011.512.08.011.00.5 0.5

T1T2T3T4T5T6T7T8T9T10T11T12T13T14

138.0
4
1.

6

B B

EL 8.5(GL)

PN

蒸気タービンの基礎

 

タービン建物 B－B 断面図 （単位：m） 
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表 3－6 制御室建物の構造計画 

計画の概要 
説明図 

主体構造 支持構造 

鉄 筋 コ ン ク リ ー

ト 造 の 主 体 構 造

で構成する。 

荷重は建物の外殻

を構成する屋根，

耐 震 壁 等 に 作 用

し，耐震壁等を介

し，基礎スラブへ

伝達する構造とす

る。 

 

CACBCCCDCE

5.05.05.06.0 0.50.5

 
22.0

PN

EL  1.6

EL  5.3

EL  8.8

EL 12.8

EL 16.9

EL  0.1

EL 22.05

2
1.
9
5

 

制御室建物 A－A 断面図 （単位：m） 

PN

0.5 9.0 9.0 9.0 9.0

37.0

C5 C3 C2C4 C1

0.5

EL  1.6

EL  5.3

EL  8.8

EL 12.8

EL 16.9

EL  0.1

EL 22.05

2
1.

9
5

BB

 

制御室建物 B－B 断面図 （単位：m） 
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表 3－7 廃棄物処理建物の構造計画 

計画の概要 
説明図 

主体構造 支持構造 

鉄筋コンクリー

ト造の主体構造

で構成する。 

荷重は建物の外

殻を構成する屋

根，耐震壁等に

作用し，耐震壁

等を介し，基礎

スラブへ伝達す

る構造とする。 

 

EL 15.0(GL)

0.410.07.03.5 8.58.5 8.58.00.5

54.9

WAWBWCWDWEWFWGWH

A

A PN

EL　0.0

EL　3.0

EL　8.8

EL 15.3

EL 22.1

EL 26.7

EL 37.5

EL 42.0

EL 32.0

4
2.
0

EL 16.9

EL 12.3

 

廃棄物処理建物 A－A 断面図 （単位：m） 

 

EL 15.0(GL)

4
2.

0

0.5 9.0 9.0 9.0 5.5 7.0 8.25 8.25 0.47

56.97

W8 W7 W6 W5 W4 W3 W2 W1

EL　0.0

EL　3.0

EL　8.8

EL 15.3

EL 22.1

EL 26.7

EL 37.5

EL 42.0

EL 32.0

EL 12.3

PN

BB

 
廃棄物処理建物 B－B 断面図 （単位：m） 
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表 3－8 排気筒モニタ室の構造計画 

計画の概要 
説明図 

主体構造 支持構造 

鉄 筋 コ ン ク

リ ー ト 造 の

主 体 構 造 で

構成する。 

荷重は建物の

外殻を構成す

る屋根，耐震

壁 等 に 作 用

し，耐震壁等

を介し，基礎

スラブへ伝達

する構造とす

る。 

 

A
C

B

0.125 7.75 3.5 0.125

11.5

321 PN

 

排気筒モニタ室 平面図 （単位：m） 

EL  7.87

EL  8.8

EL 12.25

EL 8.5(GL)

11.5

7.75 3.5 0.1250.125

321

4.
38

PN

 

 

排気筒モニタ室 断面図 （単位：m） 
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b. ディーゼル燃料貯蔵タンク室及びＢ－ディーゼル燃料貯蔵タンク格納槽 

(a) 構造設計 

ディーゼル燃料貯蔵タンク室は，地下に埋設された鉄筋コンクリート造と

し，地上部には頂版が露出し，頂版の開口部には鋼製の蓋を設置する。鉄筋コ

ンクリート造の躯体は適切な強度を有する構造とし，十分な支持性能を有する

底版により支持する構造とする。 

Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク格納槽は，地下に埋設された鉄筋コンクリー

ト造とし，地上部には頂版及び側壁の一部が露出し，頂版の開口部には鋼製の

蓋を設置する。鉄筋コンクリート造の躯体は適切な強度を有する構造とし，十

分な支持性能を有する底版により支持する構造とする。 

降下火砕物等の堆積による鉛直荷重は，頂版及び鋼製蓋に作用する構造とす

る。 

ディーゼル燃料貯蔵タンク室及びＢ－ディーゼル燃料貯蔵タンク格納槽の設

置位置を図 3－4 に，構造計画を表 3－9 及び表 3－10 に示す。 

(b) 評価方針 

ディーゼル燃料貯蔵タンク室及びＢ － ディーゼル燃料貯蔵タンク格納槽

は，「(a)構造設計」を踏まえ，以下の評価方針とする。 

想定する降下火砕物，積雪及び風（台風）を考慮した荷重に対し，頂版及び

鋼製蓋並びに地上に露出した側壁が,「4.2 許容限界」で示す許容限界を超え

ないことを確認する。 

降下火砕物，積雪及び風（台風）を考慮した荷重に対する強度評価を，Ⅵ-

3-別添 2-10「ディーゼル燃料貯蔵タンク室及びＢ－ディーゼル燃料貯蔵タン

ク格納槽の強度計算書」に示す。 
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図 3－4 ディーゼル燃料貯蔵タンク室及びＢ－ディーゼル燃料貯蔵タンク格納槽の 

設置位置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク格納槽  

ディーゼル燃料貯蔵タンク室  

 PN
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表 3－9 ディーゼル燃料貯蔵タンク室の構造計画 

計画の概要 
説明図 

主体構造 支持構造 

鉄筋コンクリー

ト造の躯体及び

鋼製蓋で構成す

る。 

荷重は鉄筋コンク

リート造の頂版及

び鋼製蓋に作用す

る構造とする。 平面図 

A－A 断面図 （単位：mm） 
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表 3－10 Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク格納槽の構造計画 

計画の概要 
説明図 

主体構造 支持構造 

鉄筋コンクリー

ト造の躯体及び

鋼製蓋で構成す

る。 

荷重は鉄筋コンク

リート造の頂版及

び鋼製蓋並びに地

上に露出した側壁

に作用する構造と

する。 

平面図 

A－A 断面図 （単位：mm） 

B－B 断面図 （単位：mm） 

：鋼製蓋  
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4. 荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界 

強度評価に用いる荷重の種類，荷重の組合せ及び荷重の算定方法を「4.1 荷重及び荷

重の組合せ」に，許容限界を「4.2 許容限界」に示す。 

 

4.1 荷重及び荷重の組合せ 

強度評価にて考慮する荷重及び荷重の組合せは，Ⅵ-1-1-3-4-1「火山への配慮に関

する基本方針」の「2.1.3(2) 荷重の組合せ及び許容限界」を踏まえ，以下のとおり

設定する。 

(1) 荷重の種類 

a. 常時作用する荷重(Ｆｄ) 

常時作用する荷重は，Ⅵ-1-1-3-4-1「火山への配慮に関する基本方針」の

「2.1.3(2)a. 荷重の種類」で設定している常時作用する荷重に従って，持続的

に生じる荷重として機器・配管系は自重とし，建物等は固定荷重及び積載荷重と

する。 

b. 降下火砕物による荷重（Ｆａ） 

降下火砕物による荷重は，Ⅵ-1-1-3「発電用原子炉施設の自然現象等による損

傷の防止に関する説明書」のうちⅥ-1-1-3-1-1「発電用原子炉施設に対する自然

現象等による損傷の防止に関する基本方針」の「4.1 自然現象の組合せについ

て」で設定している自然現象の組合せに従って，主荷重として扱うこととし，Ⅵ

-1-1-3-4-1「火山への配慮に関する基本方針」の「2.1.2 設計に用いる降下火

砕物特性」に示す降下火砕物の特性及び「2.1.3(2)a. 荷重の種類」に示す降下

火砕物による荷重を踏まえて，湿潤密度 1.5g/cm3 の降下火砕物が 56cm 堆積した

場合の荷重として堆積量 1cm ごとに 147.1N/m2 の降下火砕物による荷重が作用す

ることを考慮し設定する。 

c. 積雪荷重（Ｆｓ） 

積雪荷重は，Ⅵ-1-1-3-1-1「発電用原子炉施設に対する自然現象等による損傷

の防止に関する基本方針」の「4.1 自然現象の組合せについて」で設定している

自然現象の組合せに従って，従荷重として扱うこととし，Ⅵ-1-1-3-1-1「発電用

原子炉施設に対する自然現象等による損傷の防止に関する基本方針」の「4.1 自

然現象の組合せについて」に示す組み合わせる積雪深を踏まえて，発電所敷地に

最も近い気象官署である松江地方気象台で観測された観測史上１位の月最深積雪

100cm に平均的な積雪荷重を与えるための係数 0.35 を考慮し 35.0cm とする。積

雪荷重については，松江市建築基準法施行細則により，積雪量 1cm ごとに

20N/m2 の積雪荷重が作用することを考慮し設定する。 
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d. 風荷重（Ｗ） 

風荷重は，Ⅵ-1-1-3-1-1「発電用原子炉施設に対する自然現象等による損傷の

防止に関する基本方針」の「4.1 自然現象の組合せについて」に示す組み合わせ

る風速を踏まえて，建築基準法施行令に基づく平成 12 年建設省告示第１４５４

号に定められた松江市の基準風速である 30m/s とする。 

風荷重については，施設の形状により風力係数等が異なるため，施設ごとに設

定する。 

e. 運転時の状態で作用する荷重(Ｐ) 

原子炉補機海水ポンプ及び高圧炉心スプレイ補機海水ポンプに運転時の状態で

作用する荷重は，Ⅵ-1-1-3-4-1「火山への配慮に関する基本方針」の

「2.1.3(2)a. 荷重の種類」で設定している運転時の状態で作用する荷重に従っ

て，ポンプスラスト荷重等の運転時荷重とする。 

(2) 荷重の組合せ 

a. 機器・配管系 

(a) 降下火砕物による荷重，積雪荷重及び風荷重の組合せ 

降下火砕物による荷重，積雪荷重及び風荷重については，Ⅵ-1-1-3-4-1「火

山への配慮に関する基本方針」の「2.1.3(2)b. 荷重の組合せ」を踏まえて，

それらの組合せを考慮し，自然現象の荷重として扱う。自然現象の荷重は短期

荷重として扱う。 

(b) 荷重の組合せ 

荷重の組合せについては，自然現象の荷重及び常時作用する荷重を組み合わ

せる。 

強度評価における荷重については，施設の設置状況及び構造等を考慮し，設

定する。 

ただし，原子炉補機海水ポンプ及び高圧炉心スプレイ補機海水ポンプは動的

機器であるため，運転時の状態で作用する荷重を考慮する。 

評価対象施設における荷重の組合せを表 4－1 に示す。 
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表 4－1 荷重の組合せ 

施設名称 
考慮する荷

重の組合せ 

荷重＊ 

常時作用

する荷重 

(Ｆｄ) 

降下火砕物等

の堆積による

荷重等(ＦＶ) 

ポンプス

ラスト荷

重（Ｐ） 

風荷重

(Ｗ) 

原子炉補機海水ポン

プ及び高圧炉心スプ

レイ補機海水ポンプ 

ケース 1 ○ ○ ○ ○ 

ディーゼル機関給気

口 
ケース 1 ○ ○ － ○ 

注記＊：○は考慮する荷重を示す。 

     

b. 建物等 

(a) 降下火砕物による荷重，積雪荷重及び風荷重の組合せ 

降下火砕物による荷重，積雪荷重及び風荷重については，Ⅵ-1-1-3-4-1「火

山への配慮に関する基本方針」の「2.1.3(2)b. 荷重の組合せ」を踏まえて，

それらの組合せを考慮し，自然現象の荷重として扱う。自然現象の荷重は短期

荷重として扱う。 

(b) 荷重の組合せ 

荷重の組合せについては，自然現象の荷重及び常時作用する荷重を組み合わ

せる。上記を踏まえ，強度評価における荷重の組合せの設定については，建物

等の設置状況及び構造を考慮し設定する。評価対象施設における荷重の組合せ

を表 4－2 に示す。 
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表 4－2 荷重の組合せ 

施設名称 
考慮する荷

重の組合せ 

荷重＊ 1 

常時作用する 

荷重（Ｆｄ） 

主荷重 従荷重 

降下火砕

物による

荷重 

（Ｆａ） 

積雪荷重 

（Ｆｓ） 

風荷重 

（Ｗ） 

固定 

荷重 

積載 

荷重 

原子炉建物，タ

ービン建物，制

御室建物，廃棄

物処理建物及び

排気筒モニタ室 

ケース 1 ○ ○ ○ ○ ○ 

ケース 2 ○ ○ ○ ○ － 

ディーゼル燃料

貯蔵タンク室及

びＢ－ディーゼ

ル燃料貯蔵タン

ク格納槽 

ケース 1＊2 ○ ○ ○ ○ － 

ケース 2＊3 ○ ○ ○ ○ ○ 

注記＊1：○は考慮する荷重を示す。 

＊2：ケース 1 は，ディーゼル燃料貯蔵タンク室及び鋼製蓋を対象とする。 

＊3：ケース 2 は，Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク格納槽を対象とする。 

 

(3) 荷重の算定方法 

降下火砕物による荷重，積雪荷重及び風荷重の算出式及び算出方法を以下に示

す。 

a. 記号の定義 

荷重の算出に用いる記号を表 4－3 に示す。 
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表 4－3 荷重の算出に用いる記号 

記 号 単 位 定 義 

Ａ１ m2 風の受圧面積（風向に垂直な面に投影した面積） 

Ｃ － 風力係数 

Ｅ’ － 建築基準法施行令第 87 条第 2 項に規定する数値 

Ｅｒ － 
建設省告示第１４５４号の規定によって算出した平均風速の高

さ方向の分布を表す係数 

Ｆａ N/m2 湿潤状態の降下火砕物による荷重 

Ｆｄ N 常時作用する荷重 

Ｆｓ N/m2 従荷重として組み合わせる積雪荷重 

Ｆｖ’ N/m2 単位面積当たりの降下火砕物等堆積による鉛直荷重 

ｆ’ｓ N/(m2･cm) 建築基準法施行令に基づき設定する積雪の単位荷重 

Ｇ － ガスト影響係数 

g m/s2 重力加速度（＝9.80665） 

Ｈ m 全高 

Ｈａ cm 降下火砕物の層厚 

Ｈｓ cm 組合せ荷重として考慮する積雪深 

ｑ N/m2 設計用速度圧 

Ｐ kg ポンプスラスト荷重 

ＶＤ m/s 基準風速 

Ｗ N 風荷重 

Ｚｂ m 地表面粗度区分に応じて建設省告示第１４５４号に掲げる数値 

ＺＧ m 地表面粗度区分に応じて建設省告示第１４５４号に掲げる数値 

α － 地表面粗度区分に応じて建設省告示第１４５４号に掲げる数値 

ρｖ kg/m3 降下火砕物の湿潤密度 

 

b. 鉛直荷重 

鉛直荷重については，湿潤状態の降下火砕物及び積雪を考慮する。 

湿潤状態の降下火砕物による荷重は，次式のとおり算出する。 

Ｆａ ＝ρｖ・g・Ｈａ・10-2 

積雪荷重は，次式のとおり算出する。 

     ＦＳ＝ｆ’ｓ・Ｈｓ  

湿潤状態の降下火砕物に積雪を踏まえた鉛直荷重は，次式のとおり算出する。 

     Ｆｖ’＝Ｆａ＋ＦＳ  

表 4－4 に入力条件を示す。 
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表 4－4 入力条件 

ρｖ 

（kg/m3） 

g 

（m/s2） 

Ｈａ 

（cm） 

ｆ’ｓ  

（N/（m2・cm）） 

ＨＳ 

（cm） 

1500 9.80665 56 20 35 

 

以上を踏まえ，降下火砕物等の堆積による鉛直荷重は, Ｆｖ’＝8938N/m2 とす

る。 

c. 水平荷重 

水平荷重については，風（台風）を考慮する。風速を建築基準法施行令の基

準風速に基づき 30m/s に設定し，風荷重については施設の形状により異なるた

め，施設ごとに算出する。 

風荷重の算出式は建築基準法施行令第 87 条に基づき，以下のとおりである。 

     Ｗ＝ｑ・Ｃ・Ａ１ 

ここで， 

     ｑ＝0.6・Ｅ’・ＶＤ
2 

     Ｅ’＝Ｅｒ
2・Ｇ 

     Ｅｒ＝1.7・（Ｈ／ＺＧ ）α（ＨがＺｂを超える場合） 

     Ｅｒ＝1.7・（Ｚｂ／ＺＧ ）α  （ＨがＺｂ以下の場合） 

 

4.2 許容限界 

許容限界は，Ⅵ-1-1-3-4-3「降下火砕物の影響を考慮する施設の設計方針」の「4.

要求機能及び性能目標」で設定している構造強度設計上の性能目標及び「3.2 機能維

持の方針」に示す評価方針を踏まえて，評価対象部位ごとに設定する。 

(1) 機器・配管系 

a.  原子炉補機海水ポンプ及び高圧炉心スプレイ補機海水ポンプ 

「4.1 荷重及び荷重の組合せ」で設定している荷重及び荷重の組合せを含め

た，評価対象部位ごとの許容限界を表 4－5 に示す。 

構造強度評価においては，降下火砕物等の堆積による鉛直荷重，風（台風）に

よる水平荷重及びその他の荷重に対し，原子炉補機海水ポンプ及び高圧炉心スプ

レイ補機海水ポンプを構成する上部カバー，キャップ，原動機台及び原動機フレ

ームが，おおむね弾性状態に留まることを計算により確認する評価方針としてい

ることを踏まえ，原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ ４６０１-1987

（（社）日本電気協会）（以下「ＪＥＡＧ４６０１」という。）に準じて許容応力

状態ⅢＡＳの許容応力を許容限界として設定する。許容応力状態ⅢＡＳにおける

原子炉補機海水ポンプ及び高圧炉心スプレイ補機海水ポンプの許容限界を表 4－

6 に示す。 
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表 4－5 許容限界 

施設名称 
荷重の 

組合せ 

評価対象 

部位 

機能損傷モード 

許容限界 応力の 

状態 
限界状態 

原子炉補機

海水ポンプ

及び高圧炉

心スプレイ

補機海水ポ

ンプ 

Ｆｄ＋Ｆｖ 

＋Ｐ＋Ｗ 
原動機台 圧縮，曲げ 

部材が弾性

域に留まら

ず，塑性域

に入る状態 

Ｊ Ｅ Ａ Ｇ ４

６ ０ １ に 準

じ て 許 容 応

力 状 態 Ⅲ Ａ

Ｓ の 許 容 応

力 以 下 と す

る。 

Ｆｄ＋Ｆｖ 

＋Ｐ＋Ｗ 

原動機 

フレーム 
圧縮，曲げ 

Ｆｄ＋Ｆｖ 
上部カバー，

キャップ 
曲げ 

 

表 4－6 原子炉補機海水ポンプ及び高圧炉心スプレイ補機海水ポンプの許容限界 

許容応力状態 

許容限界  

一次応力 

圧縮 曲げ 

ⅢＡＳ 1.5・ｆｃ 1.5・ｆｂ 
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b. ディーゼル機関給気口 

「4.1 荷重及び荷重の組合せ」で設定している荷重及び荷重の組合せを含め

た，評価対象部位ごとの許容限界を表 4－7 に示す。 

構造強度評価においては，降下火砕物等の堆積による鉛直荷重，風（台風）に

よる水平荷重及びその他の荷重に対し，ディーゼル機関給気口を構成する天板及

び架構が，おおむね弾性状態に留まることを計算により確認する評価方針として

いることを踏まえ，「ＪＥＡＧ４６０１」に準じて許容応力状態ⅢＡＳの許容応

力を許容限界として設定する。許容応力状態ⅢＡＳにおけるディーゼル機関給気

口の許容限界を表 4－8 に示す。 

 

表 4－7 許容限界 

施設名称 
荷重の 

組合せ 

評価対象 

部位 

機能損傷モード 

許容限界 応力等の 

状態 
限界状態 

ディーゼル機関 

給気口 

Ｆｄ＋Ｆｖ 天板 曲げ 部材が弾性

域に留まら

ず，塑性域

に入る状態 

ＪＥＡＧ４６０

１に準じて許容

応力状態ⅢＡＳ

の許容応力以下

とする。 

Ｆｄ＋Ｆｖ

＋Ｗ 
架構 

曲げ，圧縮，

座屈 

 

表 4－8 ディーゼル機関給気口の許容限界 

許容応力状態 

許容限界  

(ボルト以外) 

一次応力 

圧縮 曲げ 座屈 

ⅢＡＳ 1.5・ｆｃ 1.5・ｆｂ  ＊2  ＊2

ｂ２ ｃ

ｂ ｃ

σ σ
＋ ≦ 1

1.5・ｆ 1.5・ｆ
 

 

  

1.5・ｆｃ  1.5・ｆｂ  

σｃ  σｂ２  
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(2) 建物等 

構造強度評価においては，降下火砕物，積雪及び風（台風）を考慮した荷重に対

し，評価対象部位ごとに求められる機能が担保できる許容限界を設定する。 

a. 原子炉建物 

「4.1 荷重及び荷重の組合せ」で設定している荷重及び荷重の組合せを踏まえ

た，評価対象部位ごとの許容限界を表 4－9 に示す。 

(a) 屋根スラブ 

屋根スラブは，構造健全性，遮蔽性能及び気密性能を維持することを性能目

標としており，「原子力施設鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説（（社）日

本建築学会，2005 年制定）」（以下「ＲＣ－Ｎ規準」という。）に基づく短期許

容応力度を許容限界として設定する。 

(b) 主トラス及び二次部材 

主トラス及び二次部材は，構造健全性を維持することを性能目標としてお

り,「鋼構造設計規準-許容応力度設計法-（（社）日本建築学会，2005 年改

定）」（以下「Ｓ規準」という。）に基づく短期許容応力度を許容限界として設

定する。 

(c) 耐震壁 

耐震壁は，構造健全性，遮蔽性能及び気密性能を維持することを性能目標と

しており，「ＪＥＡＧ４６０１」に基づき最大せん断ひずみ 2.0×10-3 を耐震

壁の許容限界として設定する。 
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表 4－9 原子炉建物の許容限界 

要求 

機能 

機能設計上

の性能目標 
部位 

機能維持 

のための考え方 

許容限界 

（評価基準値） 

－ 
構造強度を

有すること 

屋

根 

屋根 

スラブ

部材に生じる応力が

構造強度を確保する

ための許容限界を超

えないことを確認 

「ＲＣ－Ｎ規準」

に基づく短期許容

応力度＊ 1 

屋

根

ト

ラ

ス 

主トラス 

上弦材 

下弦材 

斜材 

束材 

二次部材 

もや 

つなぎばり 

サブビーム

「Ｓ規準」に基

づく短期許容応

力度＊ 1 

耐震壁＊2 

最大せん断ひずみが

構造強度を確保する

ための許容限界を超

えないことを確認 

せん断ひずみ 

2.0×10-3 

遮蔽性 

遮蔽体の損

傷により遮

蔽性能を損

なわないこ

と 

屋根スラブ 

部材に生じる応力が

遮蔽性を維持するた

めの許容限界を超え

ないことを確認 

「ＲＣ－Ｎ規準」

に基づく短期許容

応力度＊ 1 

耐震壁＊2 

（二次遮蔽壁） 

最大せん断ひずみが

遮蔽性を維持するた

めの許容限界を超え

ないことを確認 

せん断ひずみ 

2.0×10-3 

気密性 

換気性能と

あいまって

気密性能を

維持するこ

と 

屋根スラブ 

部材に生じる応力が

気密性を維持するた

めの許容限界を超え

ないことを確認 

「ＲＣ－Ｎ規準」

に基づく短期許容

応力度＊ 1 

耐震壁＊3 

（原子炉建物原子炉

棟（二次格納施

設）） 

最大せん断ひずみが

気密性を維持するた

めの許容限界を超え

ないことを確認 

せん断ひずみ 

2.0×10-3 
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注記＊1：許容限界は終局強度に対し妥当な安全余裕を有したものとして設定することと

し，さらなる安全余裕を考慮して短期許容応力度とする。 

＊2：建物全体としては，水平力を主に耐震壁で負担する構造となっており，柱，は

り，間仕切壁等が耐震壁の変形に追従すること，また，全体に剛性の高い構造

となっており複数の耐震壁間の相対変形が小さく床スラブの変形が抑えられる

ため，各層の耐震壁の最大せん断ひずみが許容限界を満足していれば，建物・

構築物に要求される機能は維持される。 

＊3：事故時に換気性能とあいまって気密性を有する設計とする。耐震壁の気密性に

対する許容限界の適用性は，Ⅵ-2-9-3-1「原子炉建物原子炉棟（二次格納施

設）の耐震性についての計算書 別紙 1 原子炉建物原子炉棟の気密性に関する

計算書」に示す。 

 

b. タービン建物 

「4.1 荷重及び荷重の組合せ」で設定している荷重及び荷重の組合せを踏まえ

た，評価対象部位ごとの許容限界を表 4－10 に示す。 

(a) 屋根スラブ 

屋根スラブは，内包する防護すべき施設に波及的影響を及ぼさないことを性

能目標としており，「ＲＣ－Ｎ規準」に基づく短期許容応力度を許容限界とし

て設定する。 

(b) 主トラス及び二次部材 

主トラス及び二次部材は，内包する防護すべき施設に波及的影響を及ぼさな

いことを性能目標としており,「Ｓ規準」に基づく短期許容応力度を許容限界

として設定する。 

(c) 耐震壁 

耐震壁は，内包する防護すべき施設に波及的影響を及ぼさないことを性能目

標としており，「ＪＥＡＧ４６０１」に基づき最大せん断ひずみ 4.0×10-3 を

耐震壁の許容限界として設定する。 
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表 4－10 タービン建物の許容限界 

要求 

機能 

機能設計上

の性能目標 
部位 

機能維持 

のための考え方 

許容限界 

（評価基準値） 

－ 

内包する防

護すべき施

設に波及的

影響を及ぼ

さないこと 

屋

根 

屋根 

スラブ 

内包する防護すべ

き施設に波及的影

響を及ぼさないた

めに落下しないこ

とを確認 

「ＲＣ－Ｎ規準」に基

づく短期許容応力度＊ 1 

屋

根

ト

ラ

ス 

主トラス 

上弦材 

下弦材 

斜材 

束材 

二次部材 

もや 

つなぎばり 

サブビーム 

「Ｓ規準」に基づく

短期許容応力度＊1 

耐震壁＊2 

最大せん断ひずみ

が波及的影響を及

ぼさないための許

容限界を超えない

ことを確認 

せん断ひずみ 

4.0×10-3 

 

注記＊1：許容限界は終局強度に対し妥当な安全余裕を有したものとして設定することと

し，さらなる安全余裕を考慮して短期許容応力度とする。 

＊2：建物全体としては，水平力を主に耐震壁で負担する構造となっており，柱，は

り，間仕切壁等が耐震壁の変形に追従すること，また，全体に剛性の高い構造

となっており複数の耐震壁間の相対変形が小さく床スラブの変形が抑えられる

ため，各層の耐震壁の最大せん断ひずみが許容限界を満足していれば，建物・

構築物に要求される機能は維持される。 

 

c. 制御室建物 

「4.1 荷重及び荷重の組合せ」で設定している荷重及び荷重の組合せを踏まえ

た，評価対象部位ごとの許容限界を表 4－11 に示す。 

(a) 屋根スラブ 

屋根スラブは，構造健全性及び遮蔽性能を維持することを性能目標としてお

り，「ＲＣ－Ｎ規準」に基づく短期許容応力度を許容限界として設定する。 
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(b) 耐震壁 

耐震壁は，構造健全性及び遮蔽性能を維持することを性能目標としており，

「ＪＥＡＧ４６０１」に基づき最大せん断ひずみ 2.0×10-3 を耐震壁の許容限

界として設定する。 

 

表 4－11 制御室建物の許容限界 

要求 

機能 

機能設計上

の性能目標 
部位 

機能維持 

のための考え方 

許容限界 

（評価基準値） 

－ 
構造強度を

有すること 

屋根スラブ 

部材に生じる応力が

構造強度を確保する

ための許容限界を超

えないことを確認 

「ＲＣ－Ｎ規準」

に基づく短期許容

応力度＊ 1 

耐震壁＊2 

最大せん断ひずみが

構造強度を確保する

ための許容限界を超

えないことを確認 

せん断ひずみ 

2.0×10-3 

遮蔽性 

遮蔽体の損

傷により遮

蔽性能を損

なわないこ

と 

屋根スラブ 

部材に生じる応力が

遮蔽性を維持するた

めの許容限界を超え

ないことを確認 

「ＲＣ－Ｎ規準」

に基づく短期許容

応力度＊ 1 

耐震壁＊2 

（中央制御室遮

蔽） 

最大せん断ひずみが

遮蔽性を維持するた

めの許容限界を超え

ないことを確認 

せん断ひずみ 

2.0×10-3 

注記＊1：許容限界は終局強度に対し妥当な安全余裕を有したものとして設定することと

し，さらなる安全余裕を考慮して短期許容応力度とする。 

＊2：建物全体としては，水平力を主に耐震壁で負担する構造となっており，柱，は

り，間仕切壁等が耐震壁の変形に追従すること，また，全体に剛性の高い構造

となっており複数の耐震壁間の相対変形が小さく床スラブの変形が抑えられる

ため，各層の耐震壁の最大せん断ひずみが許容限界を満足していれば，建物・

構築物に要求される機能は維持される。 
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d. 廃棄物処理建物 

「4.1 荷重及び荷重の組合せ」で設定している荷重及び荷重の組合せを踏まえ

た，評価対象部位ごとの許容限界を表 4－12 に示す。 

(a) 屋根スラブ 

屋根スラブは，内包する防護すべき施設に波及的影響を及ぼさないことを性

能目標としており，「ＲＣ－Ｎ規準」に基づく短期許容応力度を許容限界とし

て設定する。 

(b) 耐震壁 

耐震壁は，内包する防護すべき施設に波及的影響を及ぼさないことを性能目

標としており，「ＪＥＡＧ４６０１」に基づき最大せん断ひずみ 4.0×10-3 を

耐震壁の許容限界として設定する。 

 

表 4－12 廃棄物処理建物の許容限界 

要求 

機能 

機能設計上

の性能目標 
部位 

機能維持 

のための考え方 

許容限界 

（評価基準値） 

－ 

内包する防

護すべき施

設に波及的

影響を及ぼ

さないこと 

屋根 

スラブ 

内包する防護すべき

施設に波及的影響を

及ぼさないために落

下しないことを確認 

「ＲＣ－Ｎ規準」

に基づく短期許容

応力度＊ 1 

耐震壁＊2 

最大せん断ひずみが

波及的影響を及ぼさ

ないための許容限界

を超えないことを確

認 

せん断ひずみ 

4.0×10-3 

注記＊1：許容限界は終局強度に対し妥当な安全余裕を有したものとして設定することと

し，さらなる安全余裕を考慮して短期許容応力度とする。 

＊2：建物全体としては，水平力を主に耐震壁で負担する構造となっており，柱，は

り，間仕切壁等が耐震壁の変形に追従すること，また，全体に剛性の高い構造

となっており複数の耐震壁間の相対変形が小さく床スラブの変形が抑えられる

ため，各層の耐震壁の最大せん断ひずみが許容限界を満足していれば，建物・

構築物に要求される機能は維持される。 
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e. 排気筒モニタ室 

「4.1 荷重及び荷重の組合せ」で設定している荷重及び荷重の組合せを踏まえ

た，評価対象部位ごとの許容限界を表 4－13 に示す。 

(a) 屋根スラブ 

屋根スラブは，内包する防護すべき施設に波及的影響を及ぼさないことを性

能目標としており，「ＲＣ－Ｎ規準」に基づく短期許容応力度を許容限界とし

て設定する。 

(b) 耐震壁 

耐震壁は，内包する防護すべき施設に波及的影響を及ぼさないことを性能目

標としており，「ＪＥＡＧ４６０１」に基づき最大せん断ひずみ 4.0×10-3 を

耐震壁の許容限界として設定する。 

 

表 4－13 排気筒モニタ室の許容限界 

要求 

機能 

機能設計上

の性能目標 
部位 

機能維持 

のための考え方 

許容限界 

（評価基準値） 

－ 

内包する防

護すべき施

設に波及的

影響を及ぼ

さないこと 

屋根 

スラブ 

内包する防護すべき

施設に波及的影響を

及ぼさないために落

下しないことを確認 

「ＲＣ－Ｎ規準」

に基づく短期許容

応力度＊ 1 

耐震壁＊2 

最大せん断ひずみが

波及的影響を及ぼさ

ないための許容限界

を超えないことを確

認 

せん断ひずみ 

4.0×10-3 

注記＊1：許容限界は終局強度に対し妥当な安全余裕を有したものとして設定することと

し，さらなる安全余裕を考慮して短期許容応力度とする。 

＊2：建物全体としては，水平力を主に耐震壁で負担する構造となっており，柱，は

り，間仕切壁等が耐震壁の変形に追従すること，また，全体に剛性の高い構造

となっており複数の耐震壁間の相対変形が小さく床スラブの変形が抑えられる

ため，耐震壁の最大せん断ひずみが許容限界を満足していれば，建物・構築物

に要求される機能は維持される。 
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f. ディーゼル燃料貯蔵タンク室及びＢ－ディーゼル燃料貯蔵タンク格納槽 

「4.1 荷重及び荷重の組合せ」で設定している荷重及び荷重の組合せを踏ま

えた許容限界を表 4－14～表 4－16 に示す。 

 

表 4－14 ディーゼル燃料貯蔵タンク室の許容限界 

要求 

機能 

機能設計上

の性能目標 
部位 

機能維持 

のための考え方 

許容限界 

（評価基準値） 

－ 
構造強度を

有すること 
頂版 

部材に生じる応力が構

造強度を確保するため

の許容限界を超えない

ことを確認 

「ＲＣ－Ｎ規準」

に基づく短期許容

応力度＊ 1 

注記＊：許容限界は終局強度に対し妥当な安全余裕を有したものとして設定す

ることとし，さらなる安全余裕を考慮して短期許容応力度とする。 

 

表 4－15 Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク格納槽の許容限界 

要求 

機能 

機能設計上

の性能目標 
部位 

機能維持 

のための考え方 

許容限界 

（評価基準値） 

－ 
構造強度を

有すること 

頂版 部材に生じる応力が

構造強度を確保する

ための許容限界を超

えないことを確認 

コンクリート標準

示方書[構造性能照

査編]に基づく短期

許容応力度 

地上に露

出した側

壁 

 

表 4－16 鋼製蓋の許容限界 

要求 

機能 

機能設計上

の性能目標 
部位 

応力等

の状態 

機能維持の 

ための考え方 

許容限界 

（評価基準値） 

－ 
構造強度を

有すること 

鋼板， 

支持脚 
組合せ 

部材が弾性域

に留まらず塑

性域に入る状

態 

ＪＥＡＧ４６０１

に準じた許容応力

状態ⅣＡＳの許容応

力 
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5. 強度評価方法 

5.1 機器・配管系 

5.1.1 原子炉補機海水ポンプ及び高圧炉心スプレイ補機海水ポンプ 

評価手法は，以下に示すとおり，適用性に留意の上，規格及び基準類や既往の文献

において適用が妥当とされる手法に基づき実施することを基本とする。 

・定式化された評価式を用いて算出 

風荷重による影響を考慮する施設については，建築基準法施行令等に基づき風荷重

を考慮し，設備の受圧面に対して等分布荷重として扱って良いことから，原子炉補機

海水ポンプ及び高圧炉心スプレイ補機海水ポンプの評価上高さの 1/2 に集中荷重とし

て作用するものとしており，これはＪＥＡＧ４６０１耐震評価における 1 質点系モデ

ルと等価なものであり，地震荷重を風荷重と置き換えＪＥＡＧ４６０１に基づき評価

を行う。 

風荷重を考慮した，降下火砕物等の堆積による鉛直荷重が作用する場合に強度評価

を行う施設の強度評価方法として，原子炉補機海水ポンプ及び高圧炉心スプレイ補機

海水ポンプの強度評価方法を以下に示す。 

(1) 評価条件 

原子炉補機海水ポンプ及び高圧炉心スプレイ補機海水ポンプの強度評価を行う場

合，以下の条件に従うものとする。 

a. 風荷重による影響が大きな原動機フレーム及び原動機台の強度計算モデルは，1

質点系モデルとして評価を行う。なお，1 質点系モデルの強度計算において，

原子炉補機海水ポンプ及び高圧炉心スプレイ補機海水ポンプの評価上高さの

1/2 に集中荷重として作用するものとする。計算モデル図を図 5－1 に示す。 

b. 鉛直荷重によって一様な応力が発生する上部カバー及びキャップは，機械工学

便覧の計算方法を用いて評価を行う。計算モデル図を図 5－2 に示す。 

c. 計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 

(2) 評価対象部位 

評価対象部位及び評価内容を表 5－1 に示す。 

 

表 5－1 評価対象部位及び評価内容 

評価対象部位 応力の状態 

原動機台 圧縮，曲げ 

原動機フレーム 圧縮，曲げ  

上部カバー，キャップ 曲げ 
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(3) 強度評価方法 

a. 記号の説明 

原子炉補機海水ポンプ及び高圧炉心スプレイ補機海水ポンプの強度評価に用い

る記号を表 5－2 に示す。 

 

表 5－2 原子炉補機海水ポンプ及び高圧炉心スプレイ補機海水ポンプの強度評価に用い

る記号（1/3） 

記 号 単 位 定 義 

Ａ1 m2 風の受圧面積（風向に垂直な面に投影した面積） 

Ａ11 m2 原動機台の評価に考慮する風の受圧面積（風向に垂直な

面に投影した面積） 

Ａ12 m2 原動機フレームの評価に考慮する風の受圧面積（風向に

垂直な面に投影した面積） 

Ａ2 m2 降下火砕物等の堆積面積 

ａ mm 上部カバー，キャップ外径 

Ｂ1 mm 原動機台外径 

Ｂ2 mm 原動機台内径 

Ｂ3 mm 原動機フレーム外径 

Ｂ4 mm 原動機フレーム内径 

Ｃ － 風力係数 

 Ｅ’ － 建築基準法施行令第 87 条第 2 項に規定する数値 

Ｅｒ － 
建設省告示第１４５４号の規定によって算出した平均風

速の高さ方向の分布を表す係数 

Ｆ MPa ＪＳＭＥ SSB-3121.1 により規定される値 

Ｆｄ N 自重による軸方向荷重 

Ｆｄ 1 N 原動機台自重及び原動機自重による軸方向荷重 

Ｆｄ 2 N 原動機自重による軸方向荷重 

Ｆｐ N ポンプスラスト荷重による軸方向荷重 

Ｆｖ N 降下火砕物等の堆積による鉛直荷重 

 Ｆｖ’ N/m2 単位面積当たりの降下火砕物等堆積による鉛直荷重 

ｆｂ MPa 
ＪＳＭＥ SSB-3121.1 により規定される供用状態Ａ及び

Ｂでの許容曲げ応力 

ｆｃ MPa 
ＪＳＭＥ SSB-3121.1 により規定される供用状態Ａ及び

Ｂでの許容圧縮応力 

Ｇ － ガスト影響係数 

g m/s2 重力加速度（＝9.80665） 

Ｈ m ポンプ高さ（全高） 
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表 5－2 原子炉補機海水ポンプ及び高圧炉心スプレイ補機海水ポンプの強度評価に用い

る記号（2/3） 

記 号 単 位 定 義 

ＨＳ 1 N 
原動機台に作用する原動機台自重，原動機自重及びポン

プスラスト荷重による軸方向荷重 

ＨＳ 2 N 
原動機フレームに作用する原動機自重及びポンプスラス

ト荷重による軸方向荷重 

ｈ1 mm 原動機台取付面から風荷重作用点までの高さ 

ｈ2 mm 原動機取付面から風荷重作用点までの高さ 

Ｍ N･mm 原動機台に作用するモーメント 

  Ｍ’ N･mm 原動機フレームに作用するモーメント 

Ｍ11 N･mm 風（台風）による水平荷重により原動機台に作用するモ

ーメント 

Ｍ12 N･mm 風（台風）による水平荷重により原動機フレームに作用

するモーメント 

Ｍ21 N･mm 鉛直荷重により原動機台に作用するモーメント 

Ｍ22 N･mm 鉛直荷重により原動機フレームに作用するモーメント 

ｍ1 kg 原動機台の質量 

ｍ2 kg 原動機の質量 

Ｐ kg ポンプスラスト荷重 

ｐ N/m2 上部カバー，キャップ評価時の等分布荷重 

ｑ N/m2 設計用速度圧 

Ｓ1 mm2 原動機台の断面積 

Ｓ2 mm2 原動機フレームの断面積 

Ｓｕ MPa 
ＪＳＭＥ 付録材料図表 Part5 の表にて規定される設計

引張り強さ 

Ｓｙ MPa 
ＪＳＭＥ 付録材料図表 Part5 の表にて規定される設計

降伏点 

ｔ mm 上部カバー，キャップ厚さ 

ＶＤ m/s 基準風速 

Ｗ N 風荷重 

Ｗ1 N 原動機台評価に対する風（台風）による水平荷重 

Ｗ2 N 原動機フレーム評価に対する風（台風）による水平荷重 

Ｚ1 mm3 原動機台の断面係数 

Ｚ2 mm3 原動機フレームの断面係数 

Ｚｂ m 
地表面粗度区分に応じて建設省告示第１４５４号に掲げ

る数値 
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評価対象部位  

風  

評価上高さ 

水平荷重  

鉛直荷重  

表 5－2 原子炉補機海水ポンプ及び高圧炉心スプレイ補機海水ポンプの強度評価に用い

る記号（3/3） 

記 号 単 位 定 義 

ＺＧ m 
地表面粗度区分に応じて建設省告示第１４５４号に掲げ

る数値 

α － 
地表面粗度区分に応じて建設省告示第１４５４号に掲げ

る数値 

π － 円周率 

σｂ 1 MPa 原動機台に生じる曲げ応力 

σｂ 2 MPa 原動機フレームに生じる曲げ応力 

σｂ’ MPa 上部カバー，キャップに生じる曲げ応力 

σｃ 1 MPa 原動機台に生じる圧縮応力 

σｃ 2 MPa 原動機フレームに生じる圧縮応力 

 

b. 計算モデル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5－1 1 質点系モデル図（原動機台，原動機フレーム） 

 

 

 

 

 

 

 

図 5－2 等分布荷重モデル図（上部カバー及びキャップ） 
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c. 強度評価方法 

(a) 鉛直荷重 

イ. 降下火砕物等の堆積による鉛直荷重 

Ｆｖ＝Ｆｖ’・Ａ 2 

ロ. 自重及びポンプスラスト荷重による軸方向荷重 

(イ) 原動機台に作用する原動機台自重，原動機自重及びポンプスラスト荷

重による軸方向荷重 

Ｈｓ 1＝Ｆｄ 1＋Ｆｐ 

ここで， 

Ｆｄ 1＝（ｍ1＋ｍ2）・g 

Ｆｐ＝Ｐ・g 

(ロ) 原動機フレームに作用する原動機自重及びポンプスラスト荷重による

軸方向荷重 

Ｈｓ 2＝Ｆｄ 2＋Ｆｐ 

ここで， 

Ｆｄ 2＝ｍ 2・g 

Ｆｐ＝Ｐ・g 

(b) 水平荷重 

イ. 風（台風）による水平荷重 

風（台風）による水平荷重は，4.1(3)a.(c)に示す式に従い，算出する。

全高Ｈが 5m 以下であるため，ＨがＺｂ以下の場合の式を用いる。 

(c) 応力評価 

イ. 原動機台に生じる応力 

(イ) 曲げ応力 

原動機台に生じる曲げ応力σｂ１は次式により算出される。なお，鉛直

荷重により作用するモーメントの算出においては，保守的に原動機台の外

周部に荷重の作用点を設定し算出する。 

ⅰ. 風（台風）による水平荷重により原動機台に作用するモーメントＭ 11 

Ｍ11＝Ｗ1・ｈ 1 

ⅱ. 鉛直荷重により原動機台に作用するモーメントＭ 21 

 

Ｍ21＝  

 

ⅲ. 原動機台に作用するモーメントＭ 

Ｍ＝Ｍ11＋Ｍ 21 

（Ｆｖ＋Ｈｓ 1）・Ｂ 1 

2 
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ⅳ. 曲げ応力 

 

σｂ 1＝ 

ここで， 

 

Ｚ1＝  ・ 

 

(ロ) 圧縮応力 

原動機台に生じる圧縮応力σｃ1 は次式より算出される。 

 

σｃ 1＝ 

 

ここで， 

 

Ｓ1＝  ・（Ｂ 1
2－Ｂ2

2 ） 

 

 

原動機台の断面図を図 5－3 に示す。 

   

 

 

 

 

 

 

 

図 5－3 原動機台の断面図 

 

 

ロ. 原動機フレームに生じる応力 

(イ) 曲げ応力 

原動機フレームに生じる曲げ応力σｂ2 は次式により算出される。なお，

鉛直荷重により作用するモーメントの算出においては，保守的に原動機フ

レームの外周部に荷重の作用点を設定し算出する。 

 

π  

32 

Ｂ1
4－Ｂ2

4 

Ｂ1 （  ） 

Ｍ 

Ｚ1 

π  

4 

 

Ｆｖ＋Ｈｓ 1 

Ｓ1 

 

Ｂ2 Ｂ1 
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ⅰ.  風（台風）による水平荷重により原動機フレームに作用するモーメ

ントＭ12 

Ｍ12＝Ｗ2・ｈ 2 

ⅱ.  鉛直荷重により原動機フレームに作用するモーメントＭ 22 

 

Ｍ22＝  

 

ⅲ.  原動機フレームに作用するモーメントＭ’  

Ｍ’＝Ｍ 12＋Ｍ22 

ⅳ.  曲げ応力 

 

σｂ 2＝ 

 

ここで， 

 

Ｚ2＝  ・ 

 

(ロ) 圧縮応力 

原動機フレームに生じる圧縮応力σｃ2 は次式より算出される。 

 

σｃ 2＝ 

ここで， 

 

Ｓ2＝  ・（Ｂ 3
2－Ｂ4

2 ） 

 

原動機フレームの断面図を図 5－4 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5－4 原動機フレームの断面図 

 

（Ｆｖ＋Ｈｓ 2）・Ｂ 3 

2 

 

（  ） π  

32 

Ｂ3
4－Ｂ4

4 

Ｂ3 

Ｍ’ 

Ｚ2 

Ｆｖ＋Ｈｓ 2 

Ｓ2 

 

π  

4 

Ｂ4 Ｂ3 
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ハ. 上部カバー，キャップに生じる応力 

(イ) 曲げ応力 

上部カバー，キャップの天板に生じる曲げ応力σｂ’は次式により算出

される。 

 

σｂ’＝1.24・ 

 

5.1.2 ディーゼル機関給気口 

評価手法は，以下に示すとおり，適用性に留意の上，規格及び基準類や既往の文献

において適用が妥当とされる手法に基づき実施することを基本とする。 

・定式化された評価式を用いて算出 

風荷重による影響を考慮する施設については，建築基準法施行令等に基づき風荷重

を考慮し，設備の受圧面に対して等分布荷重として発生する荷重の合計が，集中荷重

として給気口の上端部に作用するものとする。これは，ＪＥＡＧ４６０１耐震評価に

おける 1 質点系モデルと等価なものであり，地震荷重を風荷重と置き換えＪＥＡＧ４

６０１に基づき評価を行う。 

風荷重を考慮した降下火砕物等の堆積による鉛直荷重が作用する場合に強度評価を

行う施設の強度評価方法として，ディーゼル機関給気口の強度評価方法を以下に示

す。 

(1) 評価条件 

ディーゼル機関給気口の強度評価を行う場合，以下の条件に従うものとする。 

a. 降下火砕物が堆積する天板に対し，等分布荷重が作用する 4 辺固定長方形板と

して機械工学便覧の計算方法を用いて評価を行う。計算モデル図を図 5－5 に

示す。 

b. 風荷重による影響が大きな架構の強度計算モデルは，1 質点系モデルとして評

価を行う。なお，1 質点系モデルの強度計算において，ディーゼル機関給気口

の上端に集中荷重として作用するものとする。計算モデル図を図 5－6 に示

す。 

c. 計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 

d. 降下火砕物等の堆積による鉛直方向荷重については，天板の投影面積又は天板

の補強材で囲まれた領域に対し降下火砕物等の層厚より上載質量を算出し入力

荷重として設定する。 

(2) 評価対象部位 

評価対象部位及び評価内容を表 5－3 に示す。 

 

 

ｐ・（ａ／2）2 

ｔ2 
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表 5－3 評価対象部位及び評価内容 

評価対象部位 応力等の状態 

天板 曲げ 

架構 曲げ，圧縮，座屈 

 

(3) 強度評価方法 

a. 記号の説明 

ディーゼル機関給気口の強度評価に用いる記号を表 5－4 に示す。 

 

表 5－4 ディーゼル機関給気口の強度評価に用いる記号（1/3） 

記号 単位 定義 

Ａ mm2 架構の断面積 

Ａ１ m2 受圧面積（風向に垂直な面に投影した面積） 

Ａｏ m2 天板の降下火砕物等の堆積面積（補強材で囲まれた領域の面積） 

ａ m 天板のうち補強材で囲まれた領域の短辺側の長さ 

ｂ m 天板のうち補強材で囲まれた領域の長辺側の長さ 

Ｃ － 風力係数 

Ｅ’ － 建築基準法施行令第87条第2項に規定する数値 

Ｅｒ － 
建設省告示第１４５４号の規定によって算出した平均風速の高さ方向の分布

を表す係数 

Ｆ MPa ＪＳＭＥ SSB-3121.1（1）により規定される値 

Ｆｄ１ N 自重により天板に作用する荷重 

Ｆｄ２ N 自重により架構に作用する荷重 

Ｆｋ１ N 降下火砕物の堆積により天板に作用する鉛直荷重 

Ｆｋ２ N 降下火砕物の堆積により架構に作用する鉛直荷重 

Ｆｓ１ N 積雪により天板に作用する鉛直荷重 

Ｆｓ２ N 積雪により架構に作用する鉛直荷重 

ｆｂ MPa 
ＪＳＭＥ SSB-3121.1により規定される供用状態Ａ及びＢでの許容曲げ

応力 

ｆｃ MPa 
ＪＳＭＥ SSB-3121.1により規定される供用状態Ａ及びＢでの許容圧縮

応力 
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表 5－4 ディーゼル機関給気口の強度評価に用いる記号（2/3） 

 

 

 

 

 

記号 単位 定義 

Ｇ － ガスト影響係数 

g m/s2 重力加速度（＝9.80665） 

Ｈ m 地表面からの給気口高さ（建物含む） 

Ｈｆ mm 給気口高さ（全高） 

ｈｋ m 降下火砕物の堆積高さ 

ｈｓ m 積雪高さ 

l１ m 天板の短辺側の長さ 

l２ m 天板の長辺側の長さ 

Ｍｏ N･mm 風荷重により架構に作用する曲げモーメント 

ｍ kg 給気口の自重 

ｐ MPa 天板に作用する等分布荷重 

ｑ N/m2 設計用速度圧 

ｒ m 給気口（フード部）の端部の丸みの半径 

Ｓｙ MPa ＪＳＭＥ付録材料図表Part5の表にて規定される設計降伏点 

Ｓｕ MPa ＪＳＭＥ付録材料図表Part5の表にて規定される設計引張強さ 

t mm 天板の板厚 

ＶＤ m/s 地域区分に応じて建設省告示１４５４号に掲げる基準風速 

Ｗ N 風荷重 

Ｚ１ mm3 架構の断面係数 

Ｚｂ m 地表面粗度区分に応じて建設省告示第１４５４号に掲げる数値 

ＺＧ m 地表面粗度区分に応じて建設省告示第１４５４号に掲げる数値 

α － 地表面粗度区分に応じて建設省告示第１４５４号に掲げる数値 

β － 
新版機械工学便覧の平板の曲げにおける長方形板の最大応力

の係数 

π － 円周率 
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表 5－4 ディーゼル機関給気口の強度評価に用いる記号（3/3） 

 

b. 計算モデル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5－5 計算モデル（天板） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5－6 計算モデル図（架構） 

 

 

記号 単位 定義 

ρｄ kg/m3 天板材の密度 

ρｋ kg/m3 降下火砕物の密度 

ｆ’ｓ N/(m2･cm) 建築基準法施行令に基づき設定する積雪の単位荷重 

σｂ１ MPa 天板に生じる曲げ応力 

σｂ２ MPa 架構に生じる曲げ応力 

σｃ MPa 架構に生じる圧縮応力 
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c. 強度評価方法 

(a) 鉛直荷重 

イ. 常時作用する荷重 

天板に常時作用する荷重（Ｆｄ１）は，天板の補強材で囲まれた領域の自

重を考慮する。 

Ｆｄ 1＝ｔ/103・Ａｏ・ρ d・g 

ここで， 

Ａｏ＝ａ・b 

架構に常時作用する荷重（Ｆｄ２）は，給気口の自重を考慮する。 

Ｆｄ２＝ｍ・g 

ロ. 降下火砕物の堆積による鉛直荷重(Ｆ k１，Ｆｋ２) 

降下火砕物の堆積高さは, ｈｋ＝0.56m とする。  

降下火砕物の堆積により天板に作用する鉛直荷重（Ｆｋ１）は，天板の補

強材で囲まれた領域に対して考慮する。 

Ｆｋ１＝ρｋ・Ａｏ・ｈｋ・g 

降下火砕物の堆積により架構に作用する鉛直荷重（Ｆｋ２）は，端部の丸

み部分を含めた天板の投影面積に対して考慮する。 

Ｆｋ２＝{2・(r2-π・r2/4)・ｌ２＋ｌ１・ｌ２・ｈｋ}・ρ k・g 

  ハ. 積雪による鉛直荷重(Ｆｓ１，Ｆｓ２) 

積雪高さは, ｈs＝0.35m とする。 

積雪により天板に作用する鉛直荷重（Ｆｓ１）は，天板の補強材で囲まれ

た領域に対して考慮する。 

Ｆｓ１＝ｆ’ｓ・Ａｏ・ｈｓ・102 

積雪により架構に作用する鉛直荷重（Ｆｓ２）は，天板の投影面積に対し

て考慮する。なお，積雪は降下火砕物の上部に堆積するものとする。 

Ｆｓ２＝ｆ’ｓ・ｌ１・ｌ２・ｈｓ・102 

(b) 天板の応力 

鉛直荷重により天板に作用する最大曲げ応力σｂ１は次による。 

 
( )

2
3

2

２

ｂ１

β ・ｐ・ａ･10
σ ＝

ｔ
 

ここで， 

 

6

ｄ１ ｋ１ ｓ１

ｏ

Ｆ ＋Ｆ ＋Ｆ
ｐ＝

Ａ ・10
 

 

 

 

β
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(c) 架構の応力 

イ. 曲げ応力 

架構の計算モデルは 1 質点系モデルとし，給気口の上端に風荷重が作用す

ることとする。 

架構に生じる最大曲げ応力σｂ２は次による。 

 
ｏ

ｂ２

２

Ｍ
σ ＝

Ｚ
 

ここで， 

Ｍo＝Ｗ・Ｈf 

 

ロ. 圧縮応力 

圧縮応力は，給気口の自重と降下火砕物及び積雪による荷重が作用するこ

とによる。 

架構に生じる圧縮応力σｃは次による。 

 
ｄ２ ｋ２ ｓ２

ｃ

２

Ｆ ＋Ｆ ＋Ｆ
σ ＝

Ａ
 

 

ハ. 座屈評価 

座屈評価は，次の式により行う。 

 
ｂ２ ｃ

ｂ ｃ

σ σ
＋ ≦ 1

1.5・ｆ 1.5・ｆ
 

        

 

  

Ｚ1 
 

Ａ  

1.5・ｆｃ  1.5・ｆｂ  
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5.2 建物等 

5.2.1 原子炉建物 

(1) 強度評価条件 

原子炉建物の強度評価を行う場合，以下の条件に従うものとする。 

a. 降下火砕物等の堆積による鉛直荷重を短期荷重として評価する。 

b. 降下火砕物等の堆積による鉛直荷重としてＦｖ’＝8938N/m2，風荷重について

は，基準風速 30m/s を考慮する。 

c. 風荷重の算出は，建物の形状を考慮して算出した風力係数及び受圧面積に基づ

き実施し，受圧面積算定において，隣接する建物の遮断効果による面積の低減

は考慮しない。 

d. 水平方向の風荷重が作用した場合，屋根に対し鉛直上向きの荷重が働き下向き

荷重は低減されるため，屋根面の評価においては，保守的に水平方向の風荷重

は考慮しない。 

e. 耐震壁の応力計算には，地震応答解析に用いた質点系モデルを用い，耐震壁の

復元力特性の設定においては，鉛直荷重の増加による軸力を考慮すると第 1 折

れ点の増大が見込まれるため，耐震壁の評価においては，保守的に降下火砕物

等堆積による鉛直荷重は考慮しない。 

(2) 強度評価方法 

a. 屋根スラブの応力計算 

応力解析モデルを用いて，屋根スラブに作用する固定荷重，積載荷重，積雪荷

重及び降下火砕物堆積による鉛直荷重により屋根スラブに発生する応力を求め

る。 

b. 主トラスの応力計算 

３次元フレームモデルによる応力解析により，主トラスに発生する応力を求め

る。 

c. 二次部材の応力計算 

応力解析モデルを用いて，二次部材に作用する固定荷重，積載荷重，積雪荷重

及び降下火砕物堆積による鉛直荷重により，二次部材に発生する応力を求める。 

d. 耐震壁の応力計算 

「4. 荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界」の荷重条件を踏まえた原子炉建

物の質点系モデルを用いて，風荷重により耐震壁に発生するせん断ひずみを求め

る。 
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5.2.2 タービン建物 

(1) 強度評価条件 

タービン建物の強度評価を行う場合，以下の条件に従うものとする。 

a. 降下火砕物等の堆積による鉛直荷重を短期荷重として評価する。 

b. 降下火砕物等の堆積による鉛直荷重としてＦｖ’＝8938N/m2，風荷重について

は，基準風速 30m/s を考慮する。 

c. 風荷重の算出は，建物の形状を考慮して算出した風力係数及び受圧面積に基づ

き実施し，受圧面積算定において，隣接する建物の遮断効果による面積の低減

は考慮しない。 

d. 水平方向の風荷重が作用した場合，屋根に対し鉛直上向きの荷重が働き下向き

荷重は低減されるため，屋根面の評価においては，保守的に水平方向の風荷重

は考慮しない。 

e. 耐震壁の応力計算には，地震応答解析に用いた質点系モデルを用い，耐震壁の

復元力特性の設定においては，鉛直荷重の増加による軸力を考慮すると第 1 折

れ点の増大が見込まれるため，耐震壁の評価においては，保守的に降下火砕物

等堆積による鉛直荷重は考慮しない。 

(2) 強度評価方法 

a. 屋根スラブの応力計算 

応力解析モデルを用いて，屋根スラブに作用する固定荷重，積載荷重，積雪荷

重及び降下火砕物堆積による鉛直荷重により屋根スラブに発生する応力を求め

る。 

b. 主トラスの応力計算 

２次元フレームモデルによる弾性応力解析により，主トラスに発生する応力を

求める。 

c. 二次部材の応力計算 

応力解析モデルを用いて，二次部材に作用する固定荷重，積載荷重，積雪荷重

及び降下火砕物堆積による鉛直荷重により，二次部材に発生する応力を求める。 

d. 耐震壁の応力計算 

「4. 荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界」の荷重条件を踏まえたタービン

建物の質点系モデルを用いて，風荷重により耐震壁に発生するせん断ひずみを求

める。 
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5.2.3 制御室建物 

(1) 強度評価条件 

制御室建物の強度評価を行う場合，以下の条件に従うものとする。 

a. 降下火砕物等の堆積による鉛直荷重を短期荷重として評価する。 

b. 降下火砕物等の堆積による鉛直荷重としてＦｖ’＝8938N/m2，風荷重について

は，基準風速 30m/s を考慮する。 

c. 風荷重の算出は，建物の形状を考慮して算出した風力係数及び受圧面積に基づ

き実施し，受圧面積算定において，隣接する建物の遮断効果による面積の低減

は考慮しない。 

d. 水平方向の風荷重が作用した場合，屋根に対し鉛直上向きの荷重が働き下向き

荷重は低減されるため，屋根面の評価においては，保守的に水平方向の風荷重

は考慮しない。 

e. 耐震壁の応力計算には，地震応答解析に用いた質点系モデルを用い，耐震壁の

復元力特性の設定においては，鉛直荷重の増加による軸力を考慮すると第 1 折

れ点の増大が見込まれるため，耐震壁の評価においては，保守的に降下火砕物

等堆積による鉛直荷重は考慮しない。 

(2) 強度評価方法 

a. 屋根スラブの応力計算 

解析モデルを用いて，屋根スラブに作用する固定荷重，積載荷重，積雪荷重及

び降下火砕物堆積による鉛直荷重により屋根スラブに発生する応力を求める。 

b. 耐震壁の応力計算 

「4. 荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界」の荷重条件を踏まえた制御室建

物の質点系モデルを用いて，風荷重により耐震壁に発生するせん断ひずみを求め

る。 

 

5.2.4 廃棄物処理建物 

(1) 強度評価条件 

廃棄物処理建物の強度評価を行う場合，以下の条件に従うものとする。 

a. 降下火砕物等の堆積による鉛直荷重を短期荷重として評価する。 

b. 降下火砕物等の堆積による鉛直荷重としてＦｖ’＝8938N/m2，風荷重について

は，基準風速 30m/s を考慮する。 

c. 風荷重の算出は，建物の形状を考慮して算出した風力係数及び受圧面積に基づ

き実施し，受圧面積算定において，隣接する建物の遮断効果による面積の低減

は考慮しない。 

d. 水平方向の風荷重が作用した場合，屋根に対し鉛直上向きの荷重が働き下向き

荷重は低減されるため，屋根面の評価においては，保守的に水平方向の風荷重
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は考慮しない。 

e. 耐震壁の応力計算には，地震応答解析に用いた質点系モデルを用い，耐震壁の

復元力特性の設定においては，鉛直荷重の増加による軸力を考慮すると第 1 折

れ点の増大が見込まれるため，耐震壁の評価においては，保守的に降下火砕物

等堆積による鉛直荷重は考慮しない。 

(2) 強度評価方法 

a. 屋根スラブの応力計算 

解析モデルを用いて，屋根スラブに作用する固定荷重，積載荷重，積雪荷重及

び降下火砕物堆積による鉛直荷重により屋根スラブに発生する応力を求める。 

b. 耐震壁の応力計算 

「4. 荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界」の荷重条件を踏まえた廃棄物処

理建物の質点系モデルを用いて，風荷重により耐震壁に発生するせん断ひずみを

求める。 

 

5.2.5 排気筒モニタ室 

(1) 強度評価条件 

排気筒モニタ室の強度評価を行う場合，以下の条件に従うものとする。 

a. 降下火砕物等の堆積による鉛直荷重を短期荷重として評価する。 

b. 降下火砕物等の堆積による鉛直荷重としてＦｖ’＝8938N/m2，風荷重について

は，基準風速 30m/s を考慮する。 

c. 風荷重の算出は，建物の形状を考慮して算出した風力係数及び受圧面積に基づ

き実施し，受圧面積算定において，隣接する建物の遮断効果による面積の低減

は考慮しない。 

d. 水平方向の風荷重が作用した場合，屋根に対し鉛直上向きの荷重が働き下向き

荷重は低減されるため，屋根面の評価においては，保守的に水平方向の風荷重

は考慮しない。 

e. 耐震壁の応力計算には，地震応答解析に用いた質点系モデルを用い，耐震壁の

復元力特性の設定においては，鉛直荷重の増加による軸力を考慮すると第 1 折

れ点の増大が見込まれるため，耐震壁の評価においては，保守的に降下火砕物

等堆積による鉛直荷重は考慮しない。 

(2) 強度評価方法 

a. 屋根スラブの応力計算 

解析モデルを用いて，屋根スラブに作用する固定荷重，積載荷重，積雪荷重及

び降下火砕物堆積による鉛直荷重により屋根スラブに発生する応力を求める。 
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b. 耐震壁の応力計算 

「4. 荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界」の荷重条件を踏まえた排気筒モ

ニタ室の質点系モデルを用いて，風荷重により耐震壁に発生するせん断ひずみを

求める。 

 

5.2.6 ディーゼル燃料貯蔵タンク室及びＢ－ディーゼル燃料貯蔵タンク格納槽 

(1) 強度評価条件 

ディーゼル燃料貯蔵タンク室及びＢ－ディーゼル燃料貯蔵タンク格納槽の強度評

価を行う場合，以下の条件に従うものとする。 

a. 降下火砕物等の堆積による鉛直荷重を短期荷重として評価する。 

b. 降下火砕物等の堆積による鉛直荷重としてＦｖ’＝8938N/m2，風荷重について

は，基準風速 30m/s を考慮する。 

c. 風荷重の算出は，構造物の形状を考慮して算出した風力係数及び受圧面積に基

づき実施し，受圧面積算定において，隣接する建物の遮断効果による面積の低

減は考慮しない。 

 

(2) 強度評価方法 

ディーゼル燃料貯蔵タンク室及び鋼製蓋は２次元はりモデル及び３次元有限要素

法による解析モデルを用いて，各部位に作用する固定荷重，積載荷重，積雪荷重及

び降下火砕物堆積による鉛直荷重により頂版及び鋼製蓋に発生する応力を求める。 

Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク格納槽及び鋼製蓋は２次元及び３次元有限要素法

による解析モデルを用いて，各部位に作用する固定荷重，積載荷重，積雪荷重及び

降下火砕物堆積による鉛直荷重及び風荷重により頂版及び鋼製蓋並びに地上に露出

した側壁に発生する応力を求める。 
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6. 適用規格・基準等 

Ⅵ-1-1-3-4-1「火山への配慮に関する基本方針」においては，降下火砕物の影響を

考慮する施設の設計に係る適用規格・基準等を示している。 

これらのうち，評価対象施設の強度評価に用いる規格，基準等を以下に示す。 

・建築基準法及び同施行令 

・松江市建築基準法施行細則（平成 17 年 3 月 31 日 松江市規則第 234 号） 

・鋼構造設計規準-許容応力度設計法-（（社）日本建築学会，2005 年改定） 

・鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説-許容応力度設計法-（（社）日本建築学

会，1999 年改定） 

・原子力施設鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説（（社）日本建築学会，2005 年

制定） 

・建築物荷重指針・同解説 （（社）日本建築学会，2004 年改定） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ ４６０１-1987（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ ４６０１・補-

1984 （（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ ４６０１-1991 追補版（（社）日本電気

協会） 

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（2005 年版（2007 年追補版含む。））（ＪＳ

ＭＥ Ｓ ＮＣ１－2005/2007）（（社）日本機械学会） 

・新版機械工学便覧（（社）日本機械学会） 

・日本産業規格（ＪＩＳ） 

・コンクリート標準示方書[構造性能照査編]（土木学会，2002 年制定） 

・原子力発電所屋外重要土木構造物の耐震性能照査指針・マニュアル（土木学会，

2005 年制定） 




